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第３章  参考資料 

別表１ 特定接種の対象となり得る業種・職務について 

（埼玉県新型インフルエンザ等対策行動計画より抜粋） 

 

特定接種の対象となり得る者の範囲や総数、接種順位等は、新型インフルエンザ等発生時に政府

対策本部において、発生状況等に応じて柔軟に決定されるが、発生時に速やかに接種体制を整備す

るために、政府の基本的な考え方を参考に、県内で特定接種の対象となり得る業種・職種について、

以下のとおり整理した（事業所が県内に所在するものに限る）。 

 

（１）特定接種の登録事業者 

  

 A 医療分野 

 （A-1：新型インフルエンザ等医療型、A-2重大・緊急医療型） 

業種 類型 業種小分類 社会的役割 担当省庁 

新型インフルエンザ

等医療型 

A-1 新型インフルエンザ等の患者又は

新型インフルエンザ等にり患して

いると疑うに足りる正当な理由の

ある者に対して、新型インフルエン

ザ等に関する医療の提供を行う病

院、診療所、薬局及び訪問看護ステ

ーション 

新型インフル

エンザ等医療

の提供 

（厚生労働省） 

重大・緊急医療型 A-2 救命救急センター、災害拠点病院、

公立病院、地域医療支援病院、独立

行政法人国立病院機構の病院、社会

保険病院、日本赤十字病院、社会福

祉法人恩賜財団済生会の病院、厚生

農業協同組合連合会の病院、大学附

属病院、二次救急医療機関、救急告

示医療機関、分娩を行う医療機関、

透析を行う医療機関 

生命・健康に

重大・緊急の

影響がある医

療の提供 

（厚生労働省） 

（注１） 重大緊急医療型小分類には、公立の医療機関も含め掲載 
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B 国民生活・国民経済安定分野 

（B-1：介護・福祉型、B-2：指定公共機関型、B-3：指定公共機関同類型、B-4：社会インフラ型、B-5：その他） 

業種 類型 業種小分類 社会的役割 担当省庁 

社会保険・社会福

祉・介護事業 

B-1 介護保険施設（A-1に分

類されるものを除く。）、

指定居宅サービス事業、

指定地域密着型サービ

ス事業、老人福祉施設、

有料老人ホーム、障害福

祉サービス事業、障害者

支援施設、障害児入所支

援施設、救護施設、児童

福祉施設 

サービスの停止等が利用

者の生命維持に重大・緊

急の影響がある介護・福

祉サービスの提供 

（厚生労働省） 

医薬品・化粧品等卸

売業 

B-2 

B-3 

医薬品卸売販売業 新型インフルエンザ等発

生時における必要な医療

用医薬品の販売 

（厚生労働省） 

医薬品製造業 B-2 

B-3 

医薬品製造販売業 

医薬品製造業 

新型インフルエンザ等発

生時における必要な医療

用医薬品の生産 

（厚生労働省） 

医療機器修理業 

医療機器販売業 

医療機器賃貸業 

B-2 

B-3 

医療機器修理業 

医療機器販売業 

医療機器賃貸業 

新型インフルエンザ等発

生時における必要な医療

機器の販売 

（厚生労働省） 

医療機器製造業 B-2 

B-3 

医療機器製造販売業 

医療機器製造業 

新型インフルエンザ等発

生時における必要な医療

機器の生産 

（厚生労働省） 

ガス業 B-2 

B-3 

ガス業 新型インフルエンザ等発

生時における必要なガス

の安定的・適切な供給 

（経済産業省） 

航空運輸業 B-2 

B-3 

航空運送業 新型インフルエンザ等発

生時における必要な旅客

運送及び緊急物資の運送 

（国土交通省） 

通信業 B-2 

B-3 

固定電気通信業 

移動電気通信業 

新型インフルエンザ等発

生時における必要な通信

の確保 

（総務省） 
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業種 類型 業種小分類 社会的役割 担当省庁 

鉄道業 B-2 

B-3 

鉄道業 新型インフルエンザ等発

生時における必要な旅客

運送及び緊急物資の運送 

（国土交通省） 

電気業 B-2 

B-3 

電気業 新型インフルエンザ等発

生時における必要な電気

の安定的・適切な供給 

（経済産業省） 

道路貨物運送業 B-2 

B-3 

一般貨物自動車運送業 新型インフルエンザ等発

生時における必要な緊急

物資の運送 

（国土交通省） 

道路旅客運送業 B-2 

B-3 

一般乗合旅客自動車運

送業 

患者等搬送事業 

新型インフルエンザ等発

生時における必要な旅客

の運送 

（国土交通省） 

放送業 B-2 

B-3 

公共放送業 

民間放送業 

新型インフルエンザ等発

生時における国民への情

報提供 

（総務省） 

郵便業 B-2 

B-3 

郵便 新型インフルエンザ等発

生時における郵便の確保 

（総務省） 

映像・音声・文字情

報制作業 

B-3 新聞業 新型インフルエンザ等発

生時における国民への情

報提供 

－ 

銀行業 B-3 銀行 

中小企業等金融業 

農林水産金融業 

政府関係金融機関 

新型インフルエンザ等発

生時における必要な資金

決済及び資金の円滑な供

給 

（金融庁） 

（内閣府） 

（経済産業省） 

（農林水産省） 

（財務省） 

（厚生労働省） 

河川管理・用水供給

業 

－ 河川管理・用水供給業 新型インフルエンザ等発

生時における必要な水

道、工事用水の安定的・

適切な供給に必要な水源

及び送水施設の管理 

（国土交通省） 
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業種 類型 業種小分類 社会的役割 担当省庁 

工業用水道業 － 工業用水道業 新型インフルエンザ等発

生時における必要な工業

用水の安定的・適切な供

給 

（経済産業省） 

下水道業 － 下水道処理施設維持管

理業 

下水道管路施設維持管

理業 

新型インフルエンザ等発

生時における下水道の適

切な運営 

（国土交通省） 

上水道業 － 上水道業 新型インフルエンザ等発

生時における必要な水道

水の安定的・適切な供給 

（厚生労働省） 

金融証券決済事業者 B-4 金融決済システム 

金融商品取引所等 

金融商品取引精算機関 

振替機関 

新型インフルエンザ等発

生時における金融システ

ムの維持 

（金融庁） 

石油・鉱物卸売業 B-4 石油卸売業 新型インフルエンザ等発

生時における石油製品

（LPガスを含む）の供給 

（経済産業省） 

熱供給業 B-4 熱供給業 新型インフルエンザ等発

生時における熱供給 

（経済産業省） 

飲食料品小売業 B-5 各種食料品小売業 

食料品スーパー 

コンビニエンスストア 

新型インフルエンザ等発

生時における最低限の食

料品（缶詰、農産保存食

料品、精穀・製粉、パン・

菓子、レトルト食品、冷

凍食品、めん類、育児用

調製粉乳をいう。以下同

じ。）の販売 

（農林水産省） 

（経済産業省） 
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業種 類型 業種小分類 社会的役割 担当省庁 

各種商品小売業 B-5 百貨店・総合スーパー 新型インフルエンザ等発

生時における最低限の食

料品、生活必需品（石けん、

洗剤、トイレットペーパ

ー、ティッシュペーパー、

シャンプー、ごみビニール

袋、衛生用品をいう、以下

同じ。）の販売 

（経済産業省） 

食料品製造業 B-5 缶詰・農産保存食料品製

造業 

精穀・製粉業 

パン・菓子製造業 

レトルト食品製造業 

冷凍食品製造業 

めん類製造業 

処理牛乳・乳飲料製造業

（育児用調整粉乳に限

る。） 

新型インフルエンザ等発

生時における最低限の食

料品の供給 

（農林水産省） 

飲食料品卸売業 B-5 食料・飲料卸売業 

卸売市場関係者 

新型インフルエンザ等発

生時における最低限の食

料品及び食料品を製造す

るための原材料の供給 

（農林水産省） 

石油事業者 B-5 燃料小売業（LPガス、

ガソリンスタンド） 

新型インフルエンザ等発

生時における LPガス、石

油製品の供給 

（経済産業省） 

その他の生活関連

サービス業 

B-5 火葬・墓地管理業 火葬の実施 （厚生労働省） 

その他の生活関連

サービス業 

B-5 冠婚葬祭業 遺体の死後処置 （経済産業省） 

その他の小売業 B-5 ドラッグストア 新型インフルエンザ等発

生時における最低限の生

活必需品の販売 

（経済産業省） 

廃棄物処理業 B-5 産業廃棄物処理業 医療廃棄物の処理 （環境省） 

（注２）業種名は、原則として日本標準産業分類上の整理とする。 

（注３）上記の標準産業分類には該当しないが、特定接種対象業種と同様の社会的役割を担う事業所につい

ては同様の社会的役割を担っている日本標準産業分類に該当する事業所として整理する。 
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（２）特定接種の対象となり得る国家公務員及び地方公務員 

 

   特定接種の対象となり得る新型インフルエンザ等対策の職務は以下のいずれかに該当する者

である。 

   区分１：新型インフルエンザ等の発生により対応が必要となる職務 

         （＝新型インフルエンザ等の発生により生ずる又は増加する職務） 

   区分２：新型インフルエンザ等の発生に関わりなく、行政による継続的な実施が強く求められ

る国民の緊急の生命保護と秩序の維持を目的とする業務や国家の危機管理に関する

職務 

   区分３：民間の登録事業者と同様の職務 

 

  区分１：新型インフルエンザ等の発生により対応が必要となる職務 

 

特定接種の対象となり得る職務 区分 担当機関 

県対策本部の意思決定、総合調整等に関する事務 区分１ 県 

県対策本部の事務 区分１ 県 

市町村対策本部の意思決定、総合調整等に関する事務 区分１ 各市町村 

市町村対策本部の事務 区分１ 各市町村 

新型インフルエンザウイルス性状解析、抗原解析、遺伝子解析、発

生流行状況の把握 

区分１ 県 

住民への予防接種、専用外来の運営、疫学的調査、検体の採取 区分１ 県 

新型インフルエンザ等対策に必要な県、市町村の予算の議決、議会

への報告 

区分１ 県 

市町村 

地方議会の運営 区分１ 県 

市町村 
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  区分２：新型インフルエンザ等の発生に関わりなく、行政による継続的な実施が強く

求められる国民の緊急の生命保護と秩序の維持を目的とする業務や国家の危機

管理に関する職務 

 

特定接種の対象となり得る職務 区分 担当機関 

令状発付に関する事務 区分２ － 

勾留請求、勾留状の執行指揮等に関する事務 区分２ （法務省） 

刑事施設等（刑務所、拘置所、尐年刑務所、尐年院、尐年鑑別所）

の保安警備 

区分２ （法務省） 

医療施設等の周辺における警戒活動等 

犯罪の予防・検挙等の第一線の警察活動 

区分１ 

区分２ 

県警察本部 

救急 

消火、救助等 

区分１ 

区分２ 

県 

各市町村 

防衛医科大学校病院及び各自衛隊病院等における診断・治療 

家きんに対する防疫対策、在外邦人の輸送、医官等による検疫支援、

緊急物資等の輸送 

その他、第一線（部隊等）において国家の危機に即応して対処する

事務 

自衛隊の指揮監督 

区分１ 

区分２ 

（防衛省） 

 

 

  区分３：民間の登録事業者と同様の業務 

  （１） の新型インフルエンザ等医療型、重大・緊急医療型、社会保険・社会福祉・介護事業、

ガス業、航空運輸業、鉄道業、電気業、道路旅客運送業若しくは空港管理者（管制業務を

含む。）、火葬・墓地管理業、産業廃棄物処理業、上水道業、河川管理・用水供給業、工

業用水道業、下水道処理施設維持管理業及び下水道管路施設維持管理業と同様の社会的役

割を担う職務                         （県、市町村） 
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別表２ 病原性による医療の対策の選択について（概要） 

（埼玉県新型インフルエンザ等対策行動計画より抜粋） 

 

実行する対策 

病原性 病原性が不明又は病原性が高い場合 病原性が低い場合 

発生 

段階 
県内発生早期まで 県内感染拡大期以降 県内発生早期まで 県内感染拡大期以降 

相談 

体制 

帰国者・接触者相談センター  ― ― ― 

相談窓口等  相談窓口等  相談窓口等  相談窓口等  

外来 

診療 

体制 

 

専用外来  ― ― ― 

専用外来以外の医療機関で

は、新型インフルエンザ等の

患者の診療を原則として行

わない  

一般医療機関  一般医療機関  一般医療機関  

新型インフルエンザ等の

初診患者の診療を原則と

して行わない医療機関の

設定  

必要に応じて、新型イン

フルエンザ等の初診患者

の診療を原則として行わ

ない医療機関の設定  

必要に応じて、新型インフ

ルエンザ等の初診患者の

診療を原則として行わな

い医療機関の設定  

全ての患者に関する届出  ― ― ― 

― 
電話再診患者のファクシ

ミリ等処方  
― 

必要に応じて、電話再診患

者のファクシミリ等処方  

入院 

診療 

体制 

 

入院措置  ― ― ― 

全ての患者が入院治療  重症者のみ入院治療  重症者のみ入院治療  重症者のみ入院治療  

院内感染対策  院内感染対策  院内感染対策  院内感染対策  

― 
待機的入院、待機的手術の

自粛  
― 

待機的入院、待機的手術の

自粛  

― 定員超過入院  ― 定員超過入院  

― 
臨時の医療施設等におけ

る医療の提供  
― ― 

要請 

・ 

指示 

必要に応じて、医療関係者に

対する要請・指示  

必要に応じて、医療関係者

に対する要請・指示  ― ― 

検査 

体制 

全疑似症患者にＰＣＲ検査

等  
― ― ― 

疑似症患者以外については、

都道府県が必要と判断した

場合にＰＣＲ検査等  

県が必要と判断した場合

にＰＣＲ検査等  

県が必要と判断した場合

にＰＣＲ検査等  

県が必要と判断した場合

にＰＣＲ検査等  

予防 

投与 

抗インフルエンザウイルス

薬の予防投与を検討  

患者の同居者については、

効果等を評価した上で、抗

インフルエンザウイルス

薬の予防投与を検討  

― ― 

情報 

提供 
医療機関に対する情報提供 医療機関に対する情報提供 医療機関に対する情報提供 医療機関に対する情報提供 
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国内で鳥インフルエンザが人で発症した場合等の対策（県） 

 

※これまでも鳥インフルエンザウイルスが鳥から人に感染している例は多く見られて

いる。人から人への持続的な感染でない限り、感染の全国的かつ急速な拡大はない

が、特措法の対象である新型インフルエンザ等と関連する事案として、対策の選択

肢を準備しておく。 

 

（１） 実施体制 

（１）－１ 体制強化 

県は、国内で鳥インフルエンザウイルスが人に感染し発症が認められた場合

には、速やかに情報の集約・共有・分析を行い、必要に応じて庁内会議を開催

し、対応方針について協議し、決定する。この場合、「埼玉県高病原性鳥イン

フルエンザ感染症対応指針」「埼玉県インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１）対応マニュ

アル」「埼玉県インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１）診断・治療及び医療施設等におけ

るガイドライン」を基本として対応する。 

 

（２） サーベイランス・情報収集 

（２）－１ 情報収集 

県は、鳥インフルエンザに関する国内外の情報を収集する。 

 

（２）－２ 国等からの情報収集 

県は、家きん等における高病原性鳥インフルエンザの発生や鳥インフルエン

ザウイルスの人への感染、それらへの対応等の状況及び海外における状況につ

いて、国等から情報を収集する。情報収集源としては、以下のとおりとする。 

・国際機関（ＷＨＯ、国際獣疫事務局（ＯＩＥ）、国連食糧農業機関（ＦＡＯ）

等） 

・国立大学法人北海道大学：ＯＩＥリファレンスラボラトリー 

・独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構動物衛生研究所 

・地方公共団体 

 

（２）－３ 鳥インフルエンザの人への感染に対するサーベイランス 
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県は、鳥インフルエンザの人への感染について、医師からの届出により全数

を把握する。 

 

（３） 情報提供・共有 

（３）－１ 県内で鳥インフルエンザウイルスが人に感染し発症が認められた場

合、発生した市町村と連携し、発生状況及び対策について、県民に積

極的な情報提供を行う。 

 

（３）－２ 国から、海外において新たな亜型の鳥インフルエンザウイルスが人

へ感染するなどＷＨＯが情報発信を行う鳥インフルエンザウイルスの

人への感染を認めたとの情報提供があった場合には、県は、海外にお

ける発生状況、関係省庁における対応状況等について、県民に積極的

な情報提供を行う。 

 

（４） 予防・まん延防止 

（４）－１ 水際対策 

  ① 国が、海外において新たな亜型の鳥インフルエンザウイルスが人へ

感染するなどＷＨＯが情報発信を行う鳥インフルエンザの人への感染

が認められた場合行う、発生国における発生状況の情報提供、検疫所

における発生国への渡航者や発生国からの帰国者への注意喚起を受け、

県も情報提供、注意喚起を行う。 

  ② 県は、検疫所から検疫法の対象となる鳥インフルエンザの有症状者に関す

る通知等を受け、適切に対応する。 

 

（４）－２ 疫学調査、感染防止策 

  ① 県は、国が必要に応じて派遣する、疫学、臨床等の専門家チームと

連携して、積極的疫学調査を実施する。 

  ② 県は、国からの要請により、疫学調査や接触者への対応（抗インフ

ルエンザウイルス薬の予防投与の検討、自宅待機の依頼、有症時の対

応指導等）、死亡例が出た場合の対応（感染防止の徹底等）等を実施す

る。 
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  ③ 県は、国と連携し、鳥インフルエンザウイルスの感染が疑われる者

（有症状者）に対し、自宅待機を依頼する。 

 

（４）－３ 家きん等への防疫対策 

   県は、県内の家きんに高病原性及び低病原性鳥インフルエンザが発生

した場合には、以下の対策を実施する。 

  ① 国の支援を受け、具体的な防疫措置（患畜等の殺処分、周辺農場の

飼養家きん等の移動制限等）を実施する。 

  ② 殺処分羽数が大規模となる等、緊急に対応する必要があり、県によ

る対応が困難である等の場合には、自衛隊の部隊等による支援を要請

する。 

  ③ 県警察は、防疫措置に伴い、防疫実施地域における必要に応じた警

戒活動等を行う。 

 

（５） 医療 

（５）－１ 県内において鳥インフルエンザウイルスが人に感染し発症が認めら

れた場合 

  ① 県及び保健所設置市は、感染が疑われる患者が迅速かつ確実な診断を受け、

確定診断がされた場合に、適切な感染対策を講じた上で、抗インフルエンザ

ウイルス薬の投与等による治療が行われるよう医療機関に対し要請する。 

  ② 県及び保健所設置市（地方衛生研究所を有しない市は除く。)は、必要に応

じ、患者の検体を国立感染症研究所へ送付し、亜型検査、遺伝子解析等を実

施する。また、国から提供される検査方法に関する情報に基づき、衛生研究

所においても検査を実施する。 

  ③ 県及び保健所設置市は、感染症法に基づき、鳥インフルエンザの患者（疑

似症患者を含む。）について、入院その他の必要な措置を講ずる。 

 

（５）－２ 海外において新たな亜型の鳥インフルエンザウイルスが人へ感染す

るなどＷＨＯが情報発信を行う鳥インフルエンザウイルスの人への感

染が認められた場合 
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  ① 県は、海外からの帰国者等で、鳥インフルエンザ感染が疑われる者（有症

状者）の情報について、県に情報提供するよう医療機関等に周知する。 

  ② 県は、発生している鳥インフルエンザに対する必要な感染対策等について、

医療機関等に周知する。 
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用語解説 

○ 帰国者・接触者相談センター 

  発生国から帰国した者又は患者への濃厚接触者であって発熱・呼吸器症状等を

有する者から、電話で相談を受け、新型インフルエンザ等専用外来（帰国者・接

触者外来）に紹介するための相談センター。市民からの一般的な問合せに対応す

る「相談窓口」とは異なる。 

 

○ 抗インフルエンザウイルス薬  

  インフルエンザウイルスの増殖を特異的に阻害することによって、インフルエ

ンザの症状を軽減する薬剤。ノイラミニダーゼ阻害剤は抗インフルエンザウイル

ス薬の一つであり、ウイルスの増殖を抑える効果がある。  

 

○ サーベイランス  

  見張り、監視制度という意味。疾患に関して様々な情報を収集して、状況を監

視することを意味する。特に、感染症法に基づいて行われる感染症の発生状況（患

者及び病原体）の把握及び分析のことを示すこともある。  

 

○ 個人防護具 

  エアロゾル、飛沫などの暴露及び偶発的な接触のリスクを最小限にするための

バリアとして装着するマスク、ゴーグル、ガウン、手袋等をいう。病原体の感染

経路や用途（スクリーニング、診察、調査、侵襲的処置等）に応じた適切なもの

を選択する必要がある。 

 

○ 指定届出機関  

  感染症法に規定する五類感染症のうち厚生労働省令で定めるもの又は二類感染

症、三類感染症、四類感染症若しくは五類感染症の疑似症のうち厚生労働省令で

定めるものの発生の状況の届出を担当させる病院又は診療所として、都道府県知

事が指定したもの。  

 

○ 死亡率 

  流行期間中に、その疾病にり患して死亡した者の人口当たりの割合。ここでは、

人口10万人当たりの流行期間中に新型インフルエンザ等にり患して死亡した者

の数。 
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○ 新型インフルエンザ  

  感染症法第６条第７項において、新たに人から人に伝染する能力を有すること

となったウイルスを病原体とするインフルエンザであって、一般に国民が当該感

染症に対する免疫を獲得していないことから、当該感染症の全国的かつ急速なま

ん延により国民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがあると認められる

ものをいう。 

  毎年流行を繰り返す季節性のインフルエンザとはウイルスの抗原性が大きく異

なり、ほとんどの人がそのウイルスに対する免疫を獲得していないため、ウイル

スが人から人へ効率よく感染し、急速かつ大規模なまん延を引き起こし、世界的

大流行（パンデミック）となるおそれがある。 

 

○ 新型インフルエンザ等緊急事態宣言  

  特措法第32条第１項に基づき、政府対策本部長が国民の生命・健康に著しく重

大な被害を与えるおそれがある新型インフルエンザ等が国内で発生し、全国的か

つ急速なまん延により、国民生活及び国民経済に甚大な影響を及ぼすおそれがあ

ると認められるときに行う。新型インフルエンザ等緊急事態宣言により、新型イ

ンフルエンザ等緊急事態措置を実施すべき区域に公示された場合は、政府対策本

部の基本的対処方針に基づき、新型インフルエンザ等対策を実施する。 

 

○ 新感染症 

  感染症法第６条第９項において、人から人に伝染すると認められる疾病であっ

て、既に知られている感染性の疾病とその病状又は治療の結果が明らかに異なる

もので、当該疾病にかかった場合の病状の程度が重篤であり、かつ、当該疾病の

まん延により国民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがあると認められ

るものをいう。 

 

○ 新型インフルエンザ等専用外来 

  政府行動計画では「帰国者・接触者外来」といい、県では「新型インフルエン

ザ等専用外来」という。 

  新型インフルエンザ等の発生国からの帰国者や患者の接触者であって発熱・呼

吸器症状等を有する者に係る診療を行う外来である。 

  県及び保健所設置市が、地域の実情に応じて対応する医療機関を決定する。新

型インフルエンザ等専用外来を有しない医療機関でも新型インフルエンザ等の患

者が見られるようになった場合等には、一般の医療機関（内科・小児科等、通常、
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感染症の診療を行う全ての医療機関）で診療する体制に切り替える。 

 

○ 積極的疫学調査 

  患者、その家族及びその患者や家族を診察した医療関係者等に対し、質問又は

必要な調査を実施し、情報を収集し分析を行うことにより、感染症の発生の状況

及び動向、その原因を明らかにすること。感染症法第15条に基づく調査をいう。  

 

○ 相談窓口 

  市や県が、市民（県民）からの一般的な問合せに対応する窓口。海外発生期か

ら設置し、市民（県民）に対して適切な情報提供を行い、疾患に関する相談や生

活相談等広範な内容にも対応する。 

 

○ 致命率(Case Fatality Rate)  

  流行期間中に、その疾病（ここでは新型インフルエンザ等）にり患した者のう

ち、死亡した者の割合。 

 

○ トリアージ 

  災害発生時などに多数の傷病者が発生した場合に、適切な搬送、治療等を行う

ために、傷病の緊急度や程度に応じて優先順位をつけること。 

 

○ 鳥インフルエンザ  

  一般に、鳥インフルエンザはＡ型インフルエンザウイルスを病原体とする鳥の

感染症で、このうち、家きんに対し高い死亡率を示すものを「高病原性鳥インフ

ルエンザ」という。稀に、鳥インフルエンザのウイルスが人に感染し、人の感染

症を引き起こすことがある。元来、鳥の感染症である鳥インフルエンザのウイル

スが種差を超えて、鳥から人へ感染するのは、感染した鳥又はその死骸やそれら

の内臓、排泄物等に濃厚に接触した場合に限られるとされている。また、人から

人への感染は極めて稀であり、患者と長期間にわたって感染防止策をとらずに濃

厚に接触した家族内での感染が報告されている。鳥インフルエンザの病原体に人

が感染した場合、それがＨ５Ｎ１亜型であれば二類感染症、Ｈ７Ｎ９亜型であれ

ば指定感染症、それ以外であれば四類感染症として扱われる。 

 

○ 濃厚接触者 

  新型インフルエンザ等の患者と濃密に、高頻度又は長期間接触した者（感染症
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法において規定される新型インフルエンザ等に「かかっていると疑うに足りる正

当な理由のある者」が該当。発生した新型インフルエンザ等の特性に応じ、具体

的な対象範囲が決まるが、例えば、患者と同居する家族等が想定される。 

 

○ パンデミック  

  感染症の世界的大流行。特に新型インフルエンザのパンデミックは、ほとんど

の人が新型インフルエンザのウイルスに対する免疫を持っていないため、ウイル

スが人から人へ感染しやすく、世界中で大きな流行を起こすことを指す。  

 

○ パンデミックワクチン  

  新型インフルエンザが発生した段階で、出現した新型インフルエンザウイルス

又はこれと同じ抗原性をもつウイルスを基に製造されるワクチン。 

 

○ 病原性 

  新型インフルエンザ対策においては、ヒトがウイルスに感染した場合の症状の

重篤度として用いることが多い。なお学術的には、病原体が宿主（ヒトなど）に

感染して病気を起こさせる能力であり、病原体の侵襲性、増殖性、宿主防衛機構

の抑制能などを総合した表現。 

 

○ プレパンデミックワクチン  

  新型インフルエンザが発生する前の段階で、新型インフルエンザウイルスに変

異する可能性が高い鳥インフルエンザウイルスを基に製造されるワクチン（現在、

我が国ではＨ５Ｎ１亜型の鳥インフルエンザウイルスを用いて製造）。パンデミ

ックワクチンが供給されるまでの間、医療従事者等に対して接種される。  

 

○ ＰＣＲ（Polymerase Chain Reaction：ポリメラーゼ連鎖反応）  

  ＤＮＡを、その複製に関与する酵素であるポリメラーゼやプライマーを用いて

大量に増幅させる方法。ごく微量のＤＮＡであっても検出が可能なため、病原体

の検査に汎用されている。インフルエンザウイルス遺伝子検出の場合は、同ウイ

ルスがＲＮＡウイルスであるため、逆転写酵素（Reverse Transcriptase）を用い

てＤＮＡに変換した後にＰＣＲを行うＲＴ－ＰＣＲが実施されている。 
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新型インフルエンザ等対策に係る関係法令（抜粋） 

 

新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年５月１１日法律第３１号） 

（定義）   

第２条   この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。   

(1) 新型インフルエンザ等 感染症法第６条第７項  に規定する新型インフルエ

ンザ等感染症及び同条第９項  に規定する新感染症（全国的かつ急速なまん延のお

それのあるものに限る。）をいう。   

(2) 新型インフルエンザ等対策 第１５条第１項の規定により同項に規定する

政府対策本部が設置された時から第２１条第１項の規定により当該政府対策本部

が廃止されるまでの間において、国民の生命及び健康を保護し、並びに国民生活

及び国民経済に及ぼす影響が最小となるようにするため、国、地方公共団体並び

に指定公共機関及び指定地方公共機関がこの法律及び感染症法  その他の法律の

規定により実施する措置をいう。   

(3)  新型インフルエンザ等緊急事態措置 第３２条第１項の規定により同項に

規定する新型インフルエンザ等緊急事態宣言がされた時から同条第５項の規定に

より同項に規定する新型インフルエンザ等緊急事態解除宣言がされるまでの間に

おいて、国民の生命及び健康を保護し、並びに国民生活及び国民経済に及ぼす影

響が最小となるようにするため、国、地方公共団体並びに指定公共機関及び指定

地方公共機関がこの法律の規定により実施する措置をいう。   

(4)  指定行政機関 次に掲げる機関で政令で定めるものをいう。   

イ 内閣府、宮内庁並びに内閣府設置法  （平成１１年法律第８９号）第４９条

第１項  及び第２項  に規定する機関並びに国家行政組織法  （昭和２３年法律第  

１２０号）第３条第２項  に規定する機関  

ロ 内閣府設置法第３７条  及び第５４条  並びに宮内庁法  （昭和２２年法律第

７０号）第１６条第１項  並びに国家行政組織法第８条  に規定する機関  

ハ 内閣府設置法第３９条  及び第５５条  並びに宮内庁法第１６条第２項  並

びに国家行政組織法第８条の２  に規定する機関  

ニ 内閣府設置法第４０条  及び第５６条  並びに国家行政組織法第８条の３  

に規定する機関  
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(5)  指定地方行政機関 指定行政機関の地方支分部局（内閣府設置法第４３条  

及び第５７条  （宮内庁法第１８条第１項  において準用する場合を含む。）並び

に宮内庁法第１７条第１項  並びに国家行政組織法第９条  の地方支分部局をい

う。）その他の国の地方行政機関で政令で定めるものをいう。   

(6)  指定公共機関 独立行政法人（独立行政法人通則法  （平成１１年法律第  

１０３号）第２条第１項  に規定する独立行政法人をいう。）、日本銀行、日本赤

十字社、日本放送協会その他の公共的機関及び医療、医薬品（薬事法  （昭和３５

年法律第１４５号）第２条第１項  に規定する医薬品をいう。以下同じ。）又は医

療機器（同条第４項  に規定する医療機器をいう。以下同じ。）の製造又は販売、

電気又はガスの供給、輸送、通信その他の公益的事業を営む法人で、政令で定め

るものをいう。   

(7)  指定地方公共機関 都道府県の区域において医療、医薬品又は医療機器の

製造又は販売、電気又はガスの供給、輸送、通信その他の公益的事業を営む法人、

地方道路公社（地方道路公社法  （昭和４５年法律第８２号）第１条  の地方道路

公社をいう。）その他の公共的施設を管理する法人及び地方独立行政法人（地方

独立行政法人法  （平成１５年法律第１１８号）第２条第１項  に規定する地方独

立行政法人をいう。）のうち、前号の政令で定めるもの以外のもので、あらかじ

め当該法人の意見を聴いて当該都道府県の知事が指定するものをいう。   

 

（国、地方公共団体等の責務）   

第３条   国は、新型インフルエンザ等から国民の生命及び健康を保護し、並びに新

型インフルエンザ等が国民生活及び国民経済に及ぼす影響が最小となるようにす

るため、新型インフルエンザ等が発生したときは、自ら新型インフルエンザ等対

策を的確かつ迅速に実施し、並びに地方公共団体及び指定公共機関が実施する新

型インフルエンザ等対策を的確かつ迅速に支援することにより、国全体として万

全の態勢を整備する責務を有する。   

２   国は、新型インフルエンザ等及びこれに係るワクチンその他の医薬品の調査及

び研究を推進するよう努めるものとする。   

３   国は、世界保健機関その他の国際機関及びアジア諸国その他の諸外国との国際

的な連携を確保するとともに、新型インフルエンザ等に関する調査及び研究に係

る国際協力を推進するよう努めるものとする。   
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４   地方公共団体は、新型インフルエンザ等が発生したときは、第１８条第１項に

規定する基本的対処方針に基づき、自らその区域に係る新型インフルエンザ等対

策を的確かつ迅速に実施し、及び当該地方公共団体の区域において関係機関が実

施する新型インフルエンザ等対策を総合的に推進する責務を有する。   

５   指定公共機関及び指定地方公共機関は、新型インフルエンザ等が発生したとき

は、この法律で定めるところにより、その業務について、新型インフルエンザ等

対策を実施する責務を有する。   

６   国、地方公共団体並びに指定公共機関及び指定地方公共機関は、新型インフル

エンザ等対策を実施するに当たっては、相互に連携協力し、その的確かつ迅速な

実施に万全を期さなければならない。   

 

（事業者及び国民の責務）   

第４条   事業者及び国民は、新型インフルエンザ等の予防に努めるとともに、新型

インフルエンザ等対策に協力するよう努めなければならない。   

２   事業者は、新型インフルエンザ等のまん延により生ずる影響を考慮し、その事

業の実施に関し、適切な措置を講ずるよう努めなければならない。   

３   第２８条第１項第１号に規定する登録事業者は、新型インフルエンザ等が発生

したときにおいても、医療の提供並びに国民生活及び国民経済の安定に寄与する

業務を継続的に実施するよう努めなければならない。   

 

（基本的人権の尊重）   

第５条   国民の自由と権利が尊重されるべきことに鑑み、新型インフルエンザ等対

策を実施する場合において、国民の自由と権利に制限が加えられるときであって

も、その制限は当該新型インフルエンザ等対策を実施するため必要最小限のもの

でなければならない。   

 

（市町村行動計画）   

第８条   市町村長は、都道府県行動計画に基づき、当該市町村の区域に係る新型イ

ンフルエンザ等対策の実施に関する計画（以下「市町村行動計画」という。）を

作成するものとする。   

２   市町村行動計画においては、おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。   
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(1)  当該市町村の区域に係る新型インフルエンザ等対策の総合的な推進に関す

る事項   

(2)  市町村が実施する次に掲げる措置に関する事項   

イ 新型インフルエンザ等に関する情報の事業者及び住民への適切な方法によ

る提供  

ロ 住民に対する予防接種の実施その他の新型インフルエンザ等のまん延の防

止に関する措置  

ハ 生活環境の保全その他の住民の生活及び地域経済の安定に関する措置  

(3)  新型インフルエンザ等対策を実施するための体制に関する事項   

(4)  新型インフルエンザ等対策の実施に関する他の地方公共団体その他の関係

機関との連携に関する事項   

(5)  前各号に掲げるもののほか、当該市町村の区域に係る新型インフルエンザ

等対策に関し市町村長が必要と認める事項   

３   市町村長は、市町村行動計画を作成する場合において、他の地方公共団体と関

係がある事項を定めるときは、当該他の地方公共団体の長の意見を聴かなければ

ならない。   

４   市町村長は、市町村行動計画を作成したときは、都道府県知事に報告しなけれ

ばならない。   

５   都道府県知事は、前項の規定により報告を受けた市町村行動計画について、必

要があると認めるときは、当該市町村長に対し、必要な助言又は勧告をすること

ができる。   

６   市町村長は、市町村行動計画を作成したときは、速やかに、これを議会に報告

するとともに、公表しなければならない。   

７   第６条第５項及び前条第７項の規定は、市町村行動計画の作成について準用す

る。   

８   第３項から前項までの規定は、市町村行動計画の変更について準用する。   

 

（物資及び資材の備蓄等）   

第１０条   指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長等並び

に指定公共機関及び指定地方公共機関（第１２条及び第５１条において「指定行

政機関の長等」という。）は、政府行動計画、都道府県行動計画、市町村行動計
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画又は業務計画で定めるところにより、その所掌事務又は業務に係る新型インフ

ルエンザ等対策の実施に必要な医薬品その他の物資及び資材を備蓄し、整備し、

若しくは点検し、又は新型インフルエンザ等対策の実施に必要なその管理に属す

る施設及び設備を整備し、若しくは点検しなければならない。   

 

（訓練）   

第１２条   指定行政機関の長等は、政府行動計画、都道府県行動計画、市町村行動

計画又は業務計画で定めるところにより、それぞれ又は他の指定行政機関の長等

と共同して、新型インフルエンザ等対策についての訓練を行うよう努めなければ

ならない。この場合においては、災害対策基本法第４８条第１項  の防災訓練との

有機的な連携が図られるよう配慮するものとする。   

２   都道府県公安委員会は、前項の訓練の効果的な実施を図るため特に必要がある

と認めるときは、政令で定めるところにより、当該訓練の実施に必要な限度で、

区域又は道路の区間を指定して、歩行者又は車両の道路における通行を禁止し、

又は制限することができる。   

３   指定行政機関の長等は、第１項の訓練を行おうとするときは、住民その他関係

のある公私の団体に協力を要請することができる。   

 

（知識の普及等）   

第１３条   国及び地方公共団体は、新型インフルエンザ等の予防及びまん延の防止

に関する知識を普及するとともに、新型インフルエンザ等対策の重要性について

国民の理解と関心を深めるため、国民に対する啓発に努めなければならない。   

 

（基本的対処方針）   

第１８条   政府対策本部は、政府行動計画に基づき、新型インフルエンザ等への基

本的な対処の方針（以下「基本的対処方針」という。）を定めるものとする。   

２   基本的対処方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。   

(1)  新型インフルエンザ等の発生の状況に関する事実   

(2)  当該新型インフルエンザ等への対処に関する全般的な方針   

(3)  新型インフルエンザ等対策の実施に関する重要事項   
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３   政府対策本部長は、基本的対処方針を定めたときは、直ちに、これを公示して

その周知を図らなければならない。   

４   政府対策本部長は、基本的対処方針を定めようとするときは、あらかじめ、感

染症に関する専門的な知識を有する者その他の学識経験者の意見を聴かなければ

ならない。ただし、緊急を要する場合で、あらかじめ、その意見を聴くいとまが

ないときは、この限りでない。   

５   前２項の規定は、基本的対処方針の変更について準用する。   

 

（都道府県対策本部長の権限）   

第２４条   都道府県対策本部長は、当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ

等対策を的確かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、当該都道府県

及び関係市町村並びに関係指定公共機関及び指定地方公共機関が実施する当該都

道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対策に関する総合調整を行うことがで

きる。   

２   前項の場合において、関係市町村の長その他の執行機関（第３３条第２項にお

いて「関係市町村長等」という。）又は関係指定公共機関若しくは指定地方公共

機関は、当該関係市町村又は関係指定公共機関若しくは指定地方公共機関が実施

する当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対策に関して都道府県対策

本部長が行う総合調整に関し、当該都道府県対策本部長に対して意見を申し出る

ことができる。   

３   都道府県対策本部長は、当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対策

の実施に関し、指定行政機関又は指定公共機関と緊密な連絡を図る必要があると

認めるときは、 当該連絡を要する事項を所管する指定地方行政機関の長（当該

指定地方行政機関がないときは、当該指定行政機関の長）又は当該指定公共機関

に対し、その指名する職員を派遣するよう求めることができる。   

４   都道府県対策本部長は、特に必要があると認めるときは、政府対策本部長に対

し、指定行政機関及び指定公共機関が実施する新型インフルエンザ等対策に関す

る総合調整を行うよう要請することができる。この場合において、政府対策本部

長は、必要があると認めるときは、所要の総合調整を行わなければならない。   
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５   都道府県対策本部長は、第１項の総合調整を行うため必要があると認めるとき

は、政府対策本部長に対し、当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対

策の実施に関し必要な情報の提供を求めることができる。   

６   都道府県対策本部長は、第１項の総合調整を行うため必要があると認めるとき

は、当該総合調整の関係機関に対し、それぞれ当該都道府県の区域に係る新型イ

ンフルエンザ等対策の実施の状況について報告又は資料の提出を求めることがで

きる。   

７   都道府県対策本部長は、当該都道府県警察及び当該都道府県の教育委員会に対

し、当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対策を実施するため必要な

限度において、必要な措置を講ずるよう求めることができる。   

８   都道府県対策本部長は、当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対策

を的確かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、指定行政機関の長又

は指定地方行政機関の長に対し、これらの所掌事務に係る新型インフルエンザ等

対策の実施に関し必要な要請をすることができる。   

９   都道府県対策本部長は、当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対策

を的確かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、公私の団体又は個人

に対し、その区域に係る新型インフルエンザ等対策の実施に関し必要な協力の要

請をすることができる。   

 

（特定接種）   

第２８条   政府対策本部長は、医療の提供並びに国民生活及び国民経済の安定を確

保するため緊急の必要があると認めるときは、厚生労働大臣に対し、次に掲げる

措置を講ずるよう指示することができる。   

(1)  医療の提供の業務又は国民生活及び国民経済の安定に寄与する業務を行う

事業者であって厚生労働大臣の定めるところにより厚生労働大臣の登録を受け

ているもの（第３項及び第４項において「登録事業者」という。）のこれらの

業務に従事する者（厚生労働大臣の定める基準に該当する者に限る。）並びに

新型インフルエンザ等対策の実施に携わる国家公務員に対し、臨時に予防接種

を行うこと。   
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(2)  新型インフルエンザ等対策の実施に携わる地方公務員に対し、臨時に予防

接種を行うよう、当該地方公務員の所属する都道府県又は市町村の長に指示す

ること。   

２   前項の規定による指示をする場合には、政府対策本部長は、予防接種の期間を

指定するものとする。   

３   厚生労働大臣は、第１項の規定による指示に基づき行う予防接種（以下この条

及び第３１条において「特定接種」という。）及び同項第１号の登録の実施に関

し必要があると認めるときは、官公署に対し、必要な書類の閲覧若しくは資料の

提供を求め、又は登録事業者その他の関係者に対し、必要な事項の報告を求める

ことができる。   

４   厚生労働大臣は、特定接種及び第１項第１号の登録の円滑な実施のため必要が

あると認めるときは、登録事業者、都道府県知事、市町村長及び各省各庁の長（財

政法  （昭和２２年法律第３４号）第２０条第２項  に規定する各省各庁の長をい

う。）に対して、労務又は施設の確保その他の必要な協力を求めることができる。

この場合において、協力を求められた登録事業者、都道府県知事及び市町村長は、

正当な理由がない限り、協力を拒んではならない。   

５   厚生労働大臣が行う特定接種は、予防接種法  （昭和２３年法律第６８号）第

６条第１項  の規定による予防接種とみなして、同法  （第１２条第２項、第２６

条及び第２７条を除く。）の規定を適用する。この場合において、同法第７条  及

び第８条  中「市町村長又は都道府県知事」とあり、並びに同法第１５条第１項  、

第１８条及び第１９条第１項中「市町村長」とあるのは「厚生労働大臣」と、同

法第１５条第１項  中「当該市町村の区域内に居住する間に定期の予防接種等」と

あるのは「その行う臨時の予防接種」と、「当該定期の予防接種等」とあるのは

「当該予防接種」と、同法第２５条第１項  中「市町村（第６条第１項の規定によ

る予防接種については、都道府県又は市町村）」とあり、及び同条第２項中「市

町村」とあるのは「国」とする。   

６   都道府県知事が行う特定接種は、予防接種法第６条第１項  の規定による予防

接種とみなして、同法  （第２６条及び第２７条を除く。）の規定を適用する。こ

の場合において、同法第１５条第１項  、第１８条及び第１９条第１項中「市町村

長」とあるのは「都道府県知事」と、同法第１５条第１項  中「当該市町村の区域

内に居住する間に定期の予防接種等」とあるのは「その行う臨時の予防接種」と、
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「当該定期の予防接種等」とあるのは「当該予防接種」と、同法第２５条第１項  中

「市町村（第６条第１項の規定による予防接種については、都道府県又は市町村）」

とあり、及び同条第２項中「市町村」とあるのは「都道府県」とする。   

７   市町村長が行う特定接種は、予防接種法第６条第１項  の規定による予防接種

とみなして、同法  （第２６条及び第２７条を除く。）の規定を適用する。この場

合において、同法第１５条第１項  中「当該市町村の区域内に居住する間に定期の

予防接種等」とあるのは「その行う臨時の予防接種」と、「当該定期の予防接種

等」とあるのは「当該予防接種」と、同法第２５条第１項  中「市町村（第６条第

１項の規定による予防接種については、都道府県又は市町村）」とあるのは「市

町村」とする。   

 

（医療等の実施の要請等）   

第３１条   都道府県知事は、新型インフルエンザ等の患者又は新型インフルエンザ

等にかかっていると疑うに足りる正当な理由のある者（以下「患者等」という。）

に対する医療の提供を行うため必要があると認めるときは、医師、看護師その他

の政令で定める医療関係者（以下「医療関係者」という。）に対し、その場所及

び期間その他の必要な事項を示して、当該患者等に対する医療を行うよう要請す

ることができる。   

２   厚生労働大臣及び都道府県知事は、特定接種を行うため必要があると認めると

きは、医療関係者に対し、その場所及び期間その他の必要な事項を示して、当該

特定接種の実施に関し必要な協力の要請をすることができる。   

３   医療関係者が正当な理由がないのに前２項の規定による要請に応じないとき

は、厚生労働大臣及び都道府県知事は、患者等に対する医療又は特定接種（以下

この条及び第６２条第２項において「患者等に対する医療等」という。）を行う

ため特に必要があると認めるときに限り、当該医療関係者に対し、患者等に対す

る医療等を行うべきことを指示することができる。この場合においては、前２項

の事項を書面で示さなければならない。   

４   厚生労働大臣及び都道府県知事は、前３項の規定により医療関係者に患者等に

対する医療等を行うことを要請し、又は患者等に対する医療等を行うべきことを

指示するときは、当該医療関係者の生命及び健康の確保に関し十分に配慮し、危

険が及ばないよう必要な措置を講じなければならない。   
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５   市町村長は、特定接種を行うため必要があると認めるときは、都道府県知事に

対し、第２項又は第３項の規定による要請又は指示を行うよう求めることができ

る。   

 

（新型インフルエンザ等緊急事態宣言等）   

第３２条   政府対策本部長は、新型インフルエンザ等（国民の生命及び健康に著し

く重大な被害を与えるおそれがあるものとして政令で定める要件に該当するも

のに限る。以下この章において同じ。）が国内で発生し、その全国的かつ急速な

まん延により国民生活及び国民経済に甚大な影響を及ぼし、又はそのおそれがあ

るものとして政令で定める要件に該当する事態（以下「新型インフルエンザ等緊

急事態」という。）が発生したと認めるときは、新型インフルエンザ等緊急事態

が発生した旨及び次に掲げる事項の公示（第５項及び第３４条第１項において

「新型インフルエンザ等緊急事態宣言」という。）をし、並びにその旨及び当該

事項を国会に報告するものとする。   

(1)  新型インフルエンザ等緊急事態措置を実施すべき期間   

(2)  新型インフルエンザ等緊急事態措置（第４６条の規定による措置を除く。）

を実施すべき区域   

(3)  新型インフルエンザ等緊急事態の概要   

２   前項第１号に掲げる期間は、２年を超えてはならない。   

３   政府対策本部長は、新型インフルエンザ等のまん延の状況並びに国民生活及び

国民経済の状況を勘案して第１項第１号に掲げる期間を延長し、又は同項第２号

に掲げる区域を変更することが必要であると認めるときは、当該期間を延長する

旨又は当該区域を変更する旨の公示をし、及びこれを国会に報告するものとする。  

４   前項の規定により延長する期間は、１年を超えてはならない。   

５   政府対策本部長は、新型インフルエンザ等緊急事態宣言をした後、新型インフ

ルエンザ等緊急事態措置を実施する必要がなくなったと認めるときは、速やかに、

新型インフルエンザ等緊急事態解除宣言（新型インフルエンザ等緊急事態が終了

した旨の公示をいう。）をし、及び国会に報告するものとする。   

６   政府対策本部長は、第１項又は第３項の公示をしたときは、基本的対処方針を

変更し、第１８条第２項第３号に掲げる事項として当該公示の後に必要とされる
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新型インフルエンザ等緊急事態措置の実施に関する重要な事項を定めなければな

らない。   

 

（市町村対策本部の設置及び所掌事務）   

第３４条   新型インフルエンザ等緊急事態宣言がされたときは、市町村長は、市町

村行動計画で定めるところにより、直ちに、市町村対策本部を設置しなければな

らない。   

２   市町村対策本部は、当該市町村が実施する当該市町村の区域に係る新型インフ

ルエンザ等対策の総合的な推進に関する事務をつかさどる。   

 

（感染を防止するための協力要請等）   

第４５条   特定都道府県知事は、新型インフルエンザ等緊急事態において、新型イ

ンフルエンザ等のまん延を防止し、国民の生命及び健康を保護し、並びに国民生

活及び国民経済の混乱を回避するため必要があると認めるときは、当該特定都道

府県の住民に対し、新型インフルエンザ等の潜伏期間及び治癒までの期間並びに

発生の状況を考慮して当該特定都道府県知事が定める期間及び区域において、生

活の維持に必要な場合を除きみだりに当該者の居宅又はこれに相当する場所から

外出しないことその他の新型インフルエンザ等の感染の防止に必要な協力を要請

することができる。   

２   特定都道府県知事は、新型インフルエンザ等緊急事態において、新型インフル

エンザ等のまん延を防止し、国民の生命及び健康を保護し、並びに国民生活及び

国民経済の混乱を回避するため必要があると認めるときは、新型インフルエンザ

等の潜伏期間及び治癒までの期間を考慮して当該特定都道府県知事が定める期間

において、学校、社会福祉施設（通所又は短期間の入所により利用されるものに

限る。）、興行場（興行場法  （昭和２３年法律第１３７号）第１条第１項  に規

定する興行場をいう。）その他の政令で定める多数の者が利用する施設を管理す

る者又は当該施設を使用して催物を開催する者（次項において「施設管理者等」

という。）に対し、当該施設の使用の制限若しくは停止又は催物の開催の制限若

しくは停止その他政令で定める措置を講ずるよう要請することができる。   

３   施設管理者等が正当な理由がないのに前項の規定による要請に応じないとき

は、特定都道府県知事は、新型インフルエンザ等のまん延を防止し、国民の生命
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及び健康を保護し、並びに国民生活及び国民経済の混乱を回避するため特に必要

があると認めるときに限り、当該施設管理者等に対し、当該要請に係る措置を講

ずべきことを指示することができる。   

４   特定都道府県知事は、第２項の規定による要請又は前項の規定による指示をし

たときは、遅滞なく、その旨を公表しなければならない。   

 

（住民に対する予防接種）   

第４６条   政府対策本部は、新型インフルエンザ等緊急事態において、新型インフ

ルエンザ等が国民の生命及び健康に著しく重大な被害を与え、国民生活及び国民

経済の安定が損なわれることのないようにするため緊急の必要があると認めると

きは、基本的対処方針を変更し、第１８条第２項第３号に掲げる重要事項として、

予防接種法第６条第１項  の規定による予防接種の対象者及び期間を定めるもの

とする。   

２   前項の規定により予防接種法第６条第１項  の規定による予防接種の対象者を

定めるに当たっては、新型インフルエンザ等が国民の生命及び健康に及ぼす影響

並びに国民生活及び国民経済に及ぼす長期的な影響を考慮するものとする。   

３   第１項の規定により基本的対処方針において予防接種法第６条第１項  の規定

による予防接種の対象者及び期間が定められた場合における同法  の規定の適用

については、同項  中「都道府県知事」とあるのは「市町村長」と、「行い、又は

市町村長に行うよう指示する」とあるのは「行う」と、同条第２項  中「都道府県

知事」とあるのは「都道府県知事を通じ市町村長」と、同法第２５条第１項  中「市

町村（第６条第１項の規定による予防接種については、都道府県又は市町村）」

とあるのは「市町村」とする。   

４   前項に規定する場合においては、予防接種法第２６条  及び第２７条  の規定は、

適用しない。   

５   市町村長は、第３項の規定により読み替えて適用する予防接種法第６条第１項  

の規定による予防接種の円滑な実施のため必要があると認めるときは、指定行政

機関の長及び都道府県知事に対して、物資の確保その他の必要な協力を求めるこ

とができる。この場合において、協力を求められた指定行政機関の長及び都道府

県知事は、正当な理由がない限り、協力を拒んではならない。   
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６   第３１条第２項から第５項までの規定は、第３項の規定により読み替えて適用

する予防接種法第６条第１項  の規定による予防接種について準用する。この場合

において、第３１条第２項から第４項までの規定中「厚生労働大臣及び都道府県

知事」とあるのは、「都道府県知事」と読み替えるものとする。   

 

（医療等の確保）   

第４７条   病院その他の医療機関又は医薬品等製造販売業者（薬事法第１２条第１

項  の医薬品又は医療機器の製造販売業の許可を受けた者をいう。）、医薬品等製

造業者（同法第３条第１項  の医薬品又は医療機器の製造業の許可を受けた者をい

う。）若しくは医薬品等販売業者（同法第２４条第１項  の医薬品の販売業又は同

法第３９条第１項  の高度管理医療機器等（同項  に規定する高度管理医療機器等

をいう。）の販売業の許可を受けた者をいう。第５４条第２項において同じ。）

である指定公共機関及び指定地方公共機関は、新型インフルエンザ等緊急事態に

おいて、それぞれその業務計画で定めるところにより、医療又は医薬品若しくは

医療機器の製造若しくは販売を確保するため必要な措置を講じなければならない。  

 

（臨時の医療施設等）   

第４８条   特定都道府県知事は、当該特定都道府県の区域内において病院その他の

医療機関が不足し、医療の提供に支障が生ずると認める場合には、その都道府県

行動計画で定めるところにより、患者等に対する医療の提供を行うための施設（第

４項において「医療施設」という。）であって特定都道府県知事が臨時に開設す

るもの（以下この条及び次条において「臨時の医療施設」という。）において医

療を提供しなければならない。   

２   特定都道府県知事は、必要があると認めるときは、政令で定めるところにより、

前項の措置の実施に関する事務の１部を特定市町村長が行うこととすることがで

きる。   

３   消防法  （昭和２３年法律第１８６号）第１７条第１項  及び第２項  の規定は、

臨時の医療施設については、適用しない。この場合において、特定都道府県知事

は、同法  に準拠して、臨時の医療施設についての消防の用に供する設備、消防用

水及び消火活動上必要な施設の設置及び維持に関する基準を定め、その他当該臨
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時の医療施設における災害を防止し、及び公共の安全を確保するため必要な措置

を講じなければならない。   

４   建築基準法  （昭和２５年法律第２０１号）第８５条第１項  本文、第３項及び

第４項並びに景観法  （平成１６年法律第１１０号）第７７条第１項  、第３項及

び第４項の規定は、特定都道府県知事が行う医療施設の応急の修繕及び臨時の医

療施設の建築について準用する。この場合において、建築基準法第８５条第１項  

中「非常災害があつた」とあるのは「新型インフルエンザ等対策特別措置法第３

２条第１項の規定により新型インフルエンザ等緊急事態宣言がされた」と、「そ

の発生した区域又はこれに隣接する区域で特定行政庁が指定するものの」とある

のは「同項第２号に掲げる区域」と、「その災害が発生した日」とあるのは「当

該新型インフルエンザ等緊急事態宣言がされた日」と、景観法第７７条第１項  中

「非常災害があった」とあるのは「新型インフルエンザ等対策特別措置法第３２

条第１項の規定により新型インフルエンザ等緊急事態宣言がされた」と、「その

発生した区域又はこれに隣接する区域で市町村長が指定するものの」とあるのは

「同項第２号に掲げる区域」と、「その災害が発生した日」とあるのは「当該新

型インフルエンザ等緊急事態宣言がされた日」と読み替えるものとする。   

５   医療法  （昭和２３年法律第２０５号）第４章  の規定は、臨時の医療施設につ

いては、適用しない。   

６   特定都道府県の区域内において病院を開設した者又は医療法第７条第１項  に

規定する臨床研修等修了医師及び臨床研修等修了歯科医師でない者で特定都道府

県の区域内において診療所を開設したものが、新型インフルエンザ等緊急事態に

おける医療の提供を行うことを目的として、病床数その他同条第２項  の厚生労働

省令で定める事項を変更しようとする場合については、当該医療の提供を行う期

間（６月以内の期間に限る。）に限り、同項  の規定は、適用しない。   

７   前項の場合において、同項に規定する者は、当該医療の提供を開始した日から

起算して１０日以内に、当該病院又は診療所の所在地の特定都道府県知事（診療

所の所在地が保健所を設置する市又は特別区の区域にある場合においては、当該

保健所を設置する市の市長又は特別区の区長）に当該変更の内容を届け出なけれ

ばならない。   
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（土地等の使用）   

第４９条   特定都道府県知事は、当該特定都道府県の区域に係る新型インフルエン

ザ等緊急事態措置の実施に当たり、臨時の医療施設を開設するため、土地、家屋

又は物資（以下この条及び第７２条第１項において「土地等」という。）を使用

する必要があると認めるときは、当該土地等の所有者及び占有者の同意を得て、

当該土地等を使用することができる。   

２   前項の場合において土地等の所有者若しくは占有者が正当な理由がないのに

同意をしないとき、又は土地等の所有者若しくは占有者の所在が不明であるため

同項の同意を求めることができないときは、特定都道府県知事は、臨時の医療施

設を開設するため特に必要があると認めるときに限り、同項の規定にかかわらず、

同意を得ないで、当該土地等を使用することができる。   

 

（緊急物資の運送等）   

第５４条   指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又は特定都道府県知

事は、新型インフルエンザ等緊急事態措置の実施のため緊急の必要があると認め

るときは、指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長にあっては運送事業者で

ある指定公共機関に対し、特定都道府県知事にあっては運送事業者である指定公

共機関又は指定地方公共機関に対し、運送すべき物資並びに運送すべき場所及び

期日を示して、新型インフルエンザ等緊急事態措置の実施に必要な物資及び資材

（第３項において「緊急物資」という。）の運送を要請することができる。   

２   指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又は特定都道府県知事は、新

型インフルエンザ等緊急事態措置の実施のため緊急の必要があると認めるときは、

指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長にあっては医薬品等販売業者である

指定公共機関に対し、特定都道府県知事にあっては医薬品等販売業者である指定

公共機関又は指定地方公共機関に対し、配送すべき医薬品又は医療機器並びに配

送すべき場所及び期日を示して、新型インフルエンザ等緊急事態措置の実施に必

要な医薬品又は医療機器の配送を要請することができる。   

３   指定公共機関又は指定地方公共機関が正当な理由がないのに前２項の規定に

よる要請に応じないときは、指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又

は特定都道府県知事は、新型インフルエンザ等緊急事態措置の実施のため特に必

要があると認めるときに限り、当該指定公共機関又は指定地方公共機関に対し、
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緊急物資の運送又は医薬品若しくは医療機器の配送を行うべきことを指示するこ

とができる。この場合においては、前２項の事項を書面で示さなければならない。   

 

（物資の売渡しの要請等）   

第５５条   特定都道府県知事は、新型インフルエンザ等緊急事態措置を実施するた

め必要があると認めるときは、新型インフルエンザ等緊急事態措置の実施に必要

な物資（医薬品、食品その他の政令で定める物資に限る。）であって生産、集荷、

販売、配給、保管又は輸送を業とする者が取り扱うもの（以下「特定物資」とい

う。）について、その所有者に対し、当該特定物資の売渡しを要請することがで

きる。   

２   特定物資の所有者が正当な理由がないのに前項の規定による要請に応じない

ときは、特定都道府県知事は、新型インフルエンザ等緊急事態措置を実施するた

め特に必要があると認めるときに限り、当該特定物資を収用することができる。   

３   特定都道府県知事は、新型インフルエンザ等緊急事態措置を実施するに当たり、

特定物資を確保するため緊急の必要があると認めるときは、当該特定物資の生産、

集荷、販売、配給、保管又は輸送を業とする者に対し、その取り扱う特定物資の

保管を命ずることができる。   

４   指定行政機関の長又は指定地方行政機関の長は、特定都道府県知事の行う新型

インフルエンザ等緊急事態措置を支援するため緊急の必要があると認めるとき、

又は特定都道府県知事から要請があったときは、自ら前３項の規定による措置を

行うことができる。   

 

（生活関連物資等の価格の安定等）   

第５９条   指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長並びに地方公共団体の長

は、新型インフルエンザ等緊急事態において、国民生活との関連性が高い物資若

しくは役務又は国民経済上重要な物資若しくは役務の価格の高騰又は供給不足が

生じ、又は生ずるおそれがあるときは、政府行動計画、都道府県行動計画又は市

町村行動計画で定めるところにより、生活関連物資等の買占め及び売惜しみに対

する緊急措置に関する法律  （昭和４８年法律第４８号）、国民生活安定緊急措置

法  （昭和４８年法律第１２１号）、物価統制令  （昭和２１年勅令第１１８号）

その他法令の規定に基づく措置その他適切な措置を講じなければならない。   
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新型インフルエンザ等対策特別措置法施行令 （平成２５年４月１２日政令

第１２２号） 

（使用の制限等の要請の対象となる施設）   

第１１条   法第４５条第２項  の政令で定める多数の者が利用する施設は、次のと

おりとする。ただし、第３号から第１３号までに掲げる施設にあっては、その建

築物の床面積の合計が千平方メートルを超えるものに限る。   

(1)  学校（第３号に掲げるものを除く。）   

(2)  保育所、介護老人保健施設その他これらに類する通所又は短期間の入所に

より利用される福祉サービス又は保健医療サービスを提供する施設（通所又は

短期間の入所の用に供する部分に限る。）   

(3)  学校教育法  （昭和２２年法律第２６号）第１条  に規定する大学、同法第

１２４条  に規定する専修学校（同法第１２５条第１項  に規定する高等課程を

除く。）、同法第１３４条第１項  に規定する各種学校その他これらに類する教

育施設   

(4)  劇場、観覧場、映画館又は演芸場   

(5)  集会場又は公会堂   

(6)  展示場   

(7)  百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗（食品、医薬品、医療

機器その他衛生用品又は燃料その他生活に欠くことができない物品として厚生

労働大臣が定めるものの売場を除く。）   

(8)  ホテル又は旅館（集会の用に供する部分に限る。）   

(9)  体育館、水泳場、ボーリング場その他これらに類する運動施設又は遊技場   

(10) 博物館、美術館又は図書館   

(11)  キャバレー、ナイトクラブ、ダンスホールその他これらに類する遊興施設   

(12)  理髪店、質屋、貸衣装屋その他これらに類するサービス業を営む店舗   

(13)  自動車教習所、学習塾その他これらに類する学習支援業を営む施設   

(14)  第３号から前号までに掲げる施設であって、その建築物の床面積の合計が

千平方メートルを超えないもののうち、新型インフルエンザ等緊急事態におい

て、新型インフルエンザ等の発生の状況、動向若しくは原因又は社会状況を踏

まえ、新型インフルエンザ等のまん延を防止するため法第４５条第２項  の規定
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による要請を行うことが特に必要なものとして厚生労働大臣が定めて公示する

もの   

２   厚生労働大臣は、前項第１４号に掲げる施設を定めようとするときは、あらか

じめ、感染症に関する専門的な知識を有する者その他の学識経験者の意見を聴か

なければならない。   

 

 

 

予防接種法（昭和２３年６月３０日法律第６８号） 

（臨時に行う予防接種）   

第６条   都道府県知事は、Ａ類疾病及びＢ類疾病のうち厚生労働大臣が定めるもの

のまん延予防上緊急の必要があると認めるときは、その対象者及びその期日又は

期間を指定して、臨時に予防接種を行い、又は市町村長に行うよう指示すること

ができる。   

２   厚生労働大臣は、前項に規定する疾病のまん延予防上緊急の必要があると認め

るときは、政令の定めるところにより、同項の予防接種を都道府県知事に行うよ

う指示することができる。   

３   厚生労働大臣は、Ｂ類疾病のうち当該疾病にかかった場合の病状の程度を考慮

して厚生労働大臣が定めるもののまん延予防上緊急の必要があると認めるときは、

その対象者及びその期日又は期間を指定して、政令の定めるところにより、都道

府県知事を通じて市町村長に対し、臨時に予防接種を行うよう指示することがで

きる。この場合において、都道府県知事は、当該都道府県の区域内で円滑に当該

予防接種が行われるよう、当該市町村長に対し、必要な協力をするものとする。   

 

 

 

久喜市新型インフルエンザ等対策本部条例（平成２５年３月２６日条例第１４号） 

（趣旨）  

第１条 この条例は、新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３

１号。以下「法」という。）第３７条において準用する法第２６条の規定に基づ

き、久喜市新型インフルエンザ等対策本部に関し必要な事項を定めるものとする。 
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（組織）  

第２条 新型インフルエンザ等対策本部長（以下「本部長」という。）は、新型イ

ンフルエンザ等対策本部の事務を総括する。  

２ 新型インフルエンザ等対策副本部長（以下「副本部長」という。）は、本部長

を助け、本部長に事故があるときは、その職務を代理する。  

３ 新型インフルエンザ等対策本部員（以下「本部員」という。）は、本部長の命

を受け、新型インフルエンザ等対策本部の事務に従事する。  

４ 新型インフルエンザ等対策本部に本部長、副本部長及び本部員のほか、必要な

職員を置くことができる。  

５ 前項の職員は、市職員のうちから、市長が任命する。  

 

（会議）  

第３条 本部長は、新型インフルエンザ等対策本部における情報交換及び連絡調整

を円滑に行うため、必要に応じ、新型インフルエンザ等対策本部の会議（以下、

この条において「会議」という。）を招集する。  

２ 本部長は、法第３５条第４項の規定に基づき、国の職員その他市職員以外の者

を会議に出席させたときは、当該出席者に対し、意見を求めることができる。  

 

（部）  

第４条 本部長は、必要と認めるときは、新型インフルエンザ等対策本部に部を置

くことができる。  

２ 部に属すべき本部員は、本部長が指名する。  

３ 部に部長を置き、本部長の指名する本部員がこれに当たる。  

４ 部長は、部の事務を掌理する。  

 

（委任）  

第５条 この条例に定めるもののほか、新型インフルエンザ等対策本部に関し必要

な事項は、本部長が定める。  

 

附 則  

この条例は、法の施行の日から施行する。  
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久喜市新型インフルエンザ等対策本部班長会議規程（平成２５年５月１５日

訓令第１０号） 

（設置）  

第１条 久喜市新型インフルエンザ等対策本部（以下「対策本部」という。）にお

ける、新型インフルエンザ等の具体的な対応策の検討及び実施ついて関係各班が

連携を図るため、久喜市新型インフルエンザ等対策本部班長会議（以下「班長会

議」という。）を置く。  

 

（所掌事項）  

第２条 班長会議は、次に掲げる事項を所掌する。  

(1) 新型インフルエンザ等の具体的な対応策の検討に関すること。  

(2) 新型インフルエンザ等の対応策の実施に関すること。  

 

（組織）  

第３条 班長会議は、会長、副会長及び班長をもって組織する。  

２ 会長は健康増進部部長の職にある者を、副会長は健康増進部副部長の職にある

者を、班長は別表第 1 右欄に掲げる職にある者をもって充てる。  

 

（会長及び副会長）  

第４条 会長は、会務を総理し、班長会議を代表する。  

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、

その職務を代理する。  

 

（会議）  

第５条 班長会議の会議は、会長が招集し、その議長となる。  

２ 会長は、各班の具体的な対応策の検討及び実施のため必要があると認めるとき

は、班長会議の会議に関係者の出席を求めて意見若しくは説明を聴き、又は関係

者に必要な資料の提出を求めることができる。  
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（作業部会）  

第６条 新型インフルエンザ等の情報収集、予防対策の検討に必要な調査及び課題

の整理を行い、班長会議で必要な事項を協議するため、班長会議に作業部会を置

く。  

２ 作業部会は、部会長、副部会長及び部会員をもって組織する。  

３ 部会長は健康増進部健康医療課長の職にある者を、副部会長は健康増進部健康

医療課（以下「健康医療課」という。）の健康企画係係長をもって充て、部会員

は別表第 2 に掲げる課の課長にそれぞれ推薦された者とする。  

４ 部会長は、会務を総理し、作業部会を代表する。  

５ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けた

ときは、その職務を代理する。  

６ 作業部会の会議は、部会長が招集し、その議長となる。  

７ 部会長は、新型インフルエンザ等の情報収集及び予防対策の検討に必要な調査

のため必要があると認めるときは、作業部会の会議に関係者の出席を求めて意見

若しくは説明を聴き、又は関係者に必要な資料の提出を求めることができる。  

 

（庶務）  

第７条 班長会議及び作業部会の庶務は、健康医療課において処理する。  

 

（その他）  

第８条 この訓令に定めるもののほか、班長会議について必要な事項は、会長が別

に定める。  

 

附 則  

この訓令は、公布の日から施行する。  

附 則（平成２６年３月３１日訓令第７号）  

この訓令は、平成２６年４月１日から施行する。  
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別表第１（第３条関係）  

総括班  健康増進部健康医療課長  

医療・救護班  健康増進部中央保健センター所長  

秘書班  総務部秘書課長  

広報・情報収集班  総務部シティプロモーション課長  

総務・動員班  総務部人事課長  

生活維持班  市民部消防防災課長  

市民ボランティア班  市民部自治振興課長  

調査班  財政部資産税課長  

財政班  財政部管財課長  

環境班  環境経済部環境課長  

産業班  環境経済部農業振興課長  

被災者救援班  福祉部社会福祉課長  

道路・河川班  建設部建設管理課長  

住宅班  建設部建築審査課長  

公園班  建設部都市整備課長  

給水班  上下水道部水道施設課長  

下水道班  上下水道部下水道施設課長  

経理班  出納室長  

教育総務班  教育委員会教育総務課長  

学校教育班  教育委員会学務課長  

社会教育班  教育委員会生涯学習課長  

総合支所総務管理班  菖蒲総合支所総務管理課長  

栗橋総合支所総務管理課長  

鷲宮総合支所総務管理課長  

総合支所市民班  菖蒲総合支所市民課長  

栗橋総合支所市民課長  

鷲宮総合支所市民課長  

総合支所税務班  菖蒲総合支所税務課長  

栗橋総合支所税務課長  
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鷲宮総合支所税務課長  

総合支所環境経済班  菖蒲総合支所環境経済課長  

栗橋総合支所環境経済課長  

鷲宮総合支所環境経済課長  

総合支所福祉班  菖蒲総合支所福祉課長  

栗橋総合支所福祉課長  

鷲宮総合支所福祉課長  

総合支所建設班  菖蒲総合支所建設課長  

栗橋総合支所建設課長  

鷲宮総合支所建設課長  

 

別表第２（第６条関係）  

健康増進部中央保健センター  

市民部消防防災課  

福祉部社会福祉課  

福祉部障がい者福祉課  

福祉部介護福祉課  

福祉部保育課  

教育委員会学務課  

菖蒲総合支所福祉課  

栗橋総合支所福祉課  

鷲宮総合支所福祉課  

 

 


